
平成２７年（確定値）に発生した管内の労働災害分析結果 

                       龍ヶ崎労働基準監督署 安全衛生課 

① 管内の労働災害（休業４日以上の死傷災害）は４２６件発生し、前年（３７８件）に

比べ４８件の増加となった。 

② 死亡災害は５件発生し、詳細は次の通り。建設業においてスレートを踏み抜くことに

より約５ｍ墜落（３月）、畜産業において競走馬に後頭部を蹴られる（７月）、建設業

において２階建て屋上の防水工事中、端部から７ｍ下の地面に墜落（９月）、建設業

において工事終了後、乗り合いで宿舎へ帰宅する途中の交通事故により同乗者３名の

うち２名が死亡（１０月）。 

③ 主な業種の全体に占める割合をみると、畜産業において２４％（１００件）が最も多

く、次いで製造業において２３％（９８件）、建設業１２％（５２件）及び商業１１％

（４６件）の順となった。 

④ 主な業種毎の占める割合は、製造業においては、食料品製造業が３０％（２９件）を

占め、次いで金属製品製造業が２９％（２８件）、化学工業が１４％（１４件）を占

めている状況。建設業においては、建築工事業が半数（２６件）を占め、このうち木

造家屋建築工事業では８％（４件）となった。土木工事業では１５％（８件）。商業

においては、小売業が９４％（４３件）を占め、このうち新聞販売業が２３％（１０

件）を占めた。 

⑤ 前年に比べ増加率の著しい主な業種は、社会福祉施設で２５０％（１５件）の増加、

建設業で４４％（１６件）の増加、畜産業で３０％（２３件）の増加となった。参考

として、製造業では横ばいの状況。 

⑥ 事故の型別にみると、墜落・転落災害２３％（９７件）が最も多く、次いで転倒災害

１８％（７７件）、挟まれ巻き込まれ災害１７％（７３件）、動作の反動・無理な動作

１２％（５３件）の順で発生。 

⑦ 交通労働災害については、全業種で３３件（８％）の発生となっており、目立つ業種

としては、新聞販売業の７件及び通信業の９件。 

⑧ 主な業種における事業場規模別の割合では、全業種においては労働者数５０人未満規

模で７３％を占め、製造業では５０人未満規模において６１％、建設業では１０人未

満規模において６２％、道路貨物運送業では５０人未満規模において６５％を占めた。 

⑨ 年齢別では、全業種において３０～５９歳が全体の６８％を占めたが、この要因とし

ては、畜産業において３０～５９歳の労働災害が８５％を占めていることにある。こ

のため畜産業を除くと、５０歳以上の中高年齢労働者の災害が全業種の約５割を占め、

特に当該年代の労働災害発生件数の占める割合が高い主な業種としては、清掃・と畜

業で８１％、社会福祉施設で６７％、建設業で４８％（土木７５％、建築５８％）と

なった。また、死亡災害５件中３件が５０歳以上で発生したことを踏まえると、中高

年齢労働者による労働災害が多発している状況にあると言える。なお、転倒災害にお

いては７割が中高年齢者で発生。 

⑩ 分析結果の総括として、畜産業における労働災害が増加し、全業種の２割以上を占め

たこと、事業場規模５０人未満の事業場の労働災害が多発したこと、５０歳以上の中

高年齢労働者の労働災害が多発したこと及び社会福祉施設における労働災害が急激

に増加したことが言えるほか、交通労働災害については、新聞販売業及び通信業が目

立ち、道路貨物運送業では２件（１０％）の発生となった。なお、参考として、道路

貨物運送業では墜落・転落災害が９件（４５％）の発生となった。 


